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1 はじめに
近年、ICカードを用いた電子決済サービスが利用さ
れつつある。本稿では電子マネーシステムとして現行の
Edy方式を例に挙げ、現金通貨システムのモデル [1]を
用いて現行の電子マネーシステムの解析を行う。

2 対象システム
本章では解析の対象とする現行のEdy方式電子マネー
システムについて、現金通貨システムのモデル [1]、と
対比しながら説明する。

1. 電子的なディジタルデータを媒体として用いる

2. 保持者は、ICカードのような電子デバイスを用いる

3. 価値トークンの移動は、電子的な通信によって行わ
れる

4. 価値は、保持者のローカル内で残高金額として保持
される (ローカル保存型 [2]、残高管理型 [2])

5. 価値トークンの移動は、発行者とユーザの間でしか
行われない (クローズドループ型 [2])

3 問題点
電子マネーを現金通貨システムのモデルに当てはめる
と、以下のような問題点が生じる。

3.1 媒体集合の問題
現金通貨の場合、媒体は紙や金属の物理的性質からそ
れ以上分割できない最小要素として成り立っている。し
かし、電子マネーの場合は残高情報の上書き更新により
媒体を管理している。このため、現金通貨システムのモ
デルにおける価値トークンの集合との関係を電子マネー
では保つことができないという問題点がある。

3.2 譲渡の問題
電子マネーでは価値の譲渡は、保持者内にもともと
あった残高金額データを消し、新たな残高金額データを
上書きすることにより行われる。これは、現金通貨シス
テムでいう現金の回収・発行にあたる動作により行われ
るとみなせる。これまで価値の回収・発行をおこなうの
は、信頼できる第三者 (中央銀行)のみであった。つま
り電子マネーでは、必ずしも信用できない保持者も価値
の回収・発行を行うという点に重大な問題点があるとい
える。

3.3 価値トークンの総量保存則の問題
現金通貨システムの場合、紙幣や硬貨といった媒体の

物質の性質より譲渡の途中であっても現金及び価値トー
クンの総量は変化しない。電子マネーの場合は媒体は電
子データであるため、移動時には必ず一時的にコピーを
伴うことになる。このため譲渡時のある時刻には譲渡対
象のデータが 2つ存在することになり、価値トークンの
総量は増加するといえる。このため通信途絶等が生じた
ときにどのようにして総量を保つかという問題が生じる。

3.4 真贋判別
現金通貨システムの場合、現金の真贋を判定する判定

関数を容易に構築できる。一方電子マネーの場合、デー
タのコピーが容易なためデータの真贋を求めることは非
常に困難である。Edy方式の場合は、保持者の正当性を
判別することのみで、その保持者内部にある媒体の正当
性を検証している。よって、媒体の不正書き換えを防止
しなければならない。

4 おわりに
本稿では電子マネーサービスとして Edy方式を例に

挙げ、現金通貨システムのモデルを用いて電子マネーシ
ステムの解析を行った。その結果、電子マネーシステム
における価値の譲渡は、現金通貨システムでいう通貨の
回収・発行にあたる動作を伴う等の電子マネーにおける
重大な問題点を挙げた。今後は、Edy方式でない他の電
子マネーシステム [2][3]においても現金通貨システムモ
デルを用いた解析を進めていく予定である。
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